小学校５年生社会科学習指導案（例）
１　小単元名　　自然災害を防ぐ
～千葉県の災害復興を支える建設業～
２　小単元観
　我が国のでは地震や津波、風水害、土砂災害、雪害等の様々な自然災害が起こりやすく、その被害を防止するため国や地方公共団体などが様々な対策や事業を進めている。そのような対策や事業を支えるために、建設業や通信業などに関わる様々な民間企業や団体、地元消防団や地区の役員、さらには、ボランティア団体などの力が動員されている。つまり、災害を防ぐために官民一体となった取り組みがなされているのである。
　学習を進めるにあたっては、これまで起きた自然災害の現状や復興の様子の把握を通して、自然災害による被害を防ぐためにどうすればよいのかという課題意識を持たせることが重要である。国や地方公共団体がどのような防災対策を進めているのか、どのような防災設備が整えられているのか、地区ではどのような取り組みをしているのか、そして、災害現場の最前線で活躍する人たち（警察・消防・自衛隊・建設企業等）はどのような活動をしているのかについて、写真や新聞、映像等の資料を用いて調べさせていく。
　また、自分たちの地区の現状をふまえ、災害に備えてどのようなことができるのかについて考えさせることにより、防災意識の向上を図っていきたい。
３　目　標
○我が国における自然災害やその防止の取り組みの様子に関心をもち意欲的に調べ、我が国の国土では自然災害が起こりやすく、国や都道府県などが様々な対策を進めていることや、国民一人一人が協力したり防災意識を高めたりすることが大切であることを理解し、防災のための自分たちの取り組みについて考えようとする。
○我が国における自然災害やその防止の取り組みの様子から学習課題を見いだし、地図や各種の資料を活用して必要な情報を集め、読み取ったことを文章や作品にまとめるとともに、自然災害の防止と国民生活や自分自身とのかかわりについて思考・判断したことを適切に表現する。
４　評価規準
（社会的事象への関心・意欲・態度）
　我が国の自然災害やその防止の取り組みの様子に関心をもち、意欲的に調べるとともに、自然災害の防止のために国民一人一人や自分自身が協力できることを考え、取り組もうとしている。
（社会的な思考・判断・表現）
　我が国の自然災害やその防止の取り組みの様子について学習問題や予想、学習計画を考え表現するとともに、自然災害の防止を国民生活や自分自身と関連づけて思考・判断し、国、地方公共団体、民間団体などの取り組みや、国民一人一人の協力、防災意識の向上などが重要であることを表現している。
（観察・資料活用の技能）
　我が国の自然災害やその防止の取り組みの様子について、各種資料を活用したり調査したりして必要な情報を集め、我が国は自然災害が起こりやすいことや、その被害を防止するために国や地方公共団体、民間団体などが様々な対策や事業を進めていることを読み取って話し合ったり、まとめたりしている。
（社会的事象についての知識・理解）
　我が国は自然災害が起こりやすく、国や地方公共団体、民間団体などが被害を防止するための対策や事業を進めていること、国民一人一人の協力や防災意識の向上が必要であることを理解している。
５　指導計画　（総時数６時間）
	
	
	○おもな学習活動と内容
	☆評価の規準

	つかむ
	自然災害の多い日本（１時間）
	
○我が国で近年起こった自然災害を調べて地図や年表にまとめ、発表し合う。
・毎年のように大きな自然災害が発生している。
・自然災害には、様々な種類がある。
・発生場所は、全国に広く分布している。
○自然災害の多さから、その被害の防止について関心を高め、調べることを話し合って学習問題を立てる。
	☆<観察・資料活用の技能>

我が国の自然災害について資料から読み取ったことを、白地図や年表に整理している。
☆<思考・判断・表現>

自然災害の多さから、被害を防止する取り組みがあることを予想し、学習問題を立てている。

	調べる
	災害を防ぐために（１時間）
	
○自然災害の被害を防ぐための国や都道府県、市町村の対策や事業を調べ、わかったことを発表する。
・砂防ダムや放水路、避難やぐらなどの防災施設の整備
・注意報や警報、避難勧告や緊急地震速報など、情報の発信やそのためのシステムの整備
・防災マップの作成、普及や避難訓練の実施
・住民への防災意識向上の呼びかけ
	☆<知識・理解>

国や地方公共団体が様々な対策や事業を行っていること、国民一人一人の協力や防災意識の向上が大切であることを理解している。

	
	地域のみんなで災害を防ぐ（２時間）
	
○宮崎県日之影町の災害や濱口梧陵の資料を読み取り、気づいたことや考えたことをもとに話し合う。
・自然災害の被害を防止するには、住民相互の協力や日頃からの防災意識が大切である。
・避難場所をふだんから確認しておき、すみやかに避難することの大切である。
○これまでの学習をもとに、自然災害の被害を防止するために自分たちにできることを考え、作品に表現する。
・地域の防災マップなどを活用し、家族と話し合って防災計画や避難計画を立てる。
・防災グッズを常備し、全員が保管場所を確認しておく。
・防災訓練に参加する。
・近所の人とのつき合いを大切にする。
	☆<関心・意欲・態度>

　自分自身が取り組めることを考えて、作品で提案しようとしている。
☆<思考・判断・表現>

公助のしくみを利用しながら、まわりの人と協力して日ごろから災害に備えたり、防災意識を高めたりすることが大切であることを、作品に表現している。

	広げる
	復旧・復興を支える建設業(２時間)本時
	
○壁新聞の記事を読み、気づいたことや考えたことをもとに話し合う。
・災害が起きたとき、地元の建設企業が復旧・復興を行っている。
・災害協定に基づき、すばやく対応している。
・ライフラインの普及を最優先にし、不眠不休で対応している。
・災害協定に示されていること以上に、自主的な対応もしている。
	☆<関心・意欲・態度>

　壁新聞をもとに、復旧・復興に直接関わった建設企業の努力について、進んで調べている。
☆<知識・理解>

地元の建設企業も、防災・減災のために備えていること、災害時に復旧・復興のために活躍していることを理解している。


６　本時の展開（５～６／６）
(1) 目標
○壁新聞をもとに、復旧・復興に直接関わった建設企業の努力について、進んで調べようとしている。　　<関心・意欲・態度>
○地元の建設企業も、防災・減災のために備えていること、災害時に復旧・復興のために活躍していることを理解できる。　　<知識・理解>
(2) 展開　　　　※記：記事の見出し
	時配
	学習活動と内容
	指導・支援（☆評価）
	資料・教具

	10
10
40
20
10


	１　東日本大震災の現状を確認し、学習問題を作る。
○発生後３日間の状況を表した資料や津波や液状化による被害の写真を見て、当時を振り返る。
・H23.3.11　東日本大震災
14:46　東北地方太平洋沖地震発生
　15:44　県北東部を大津波がおそう
・大津波による被害（人、建物、道路、海岸、川など）
・液状化による被害（建物、道路、電気、公園など）
○災害時に、どのような人たちが活躍したか話し合う。
・国や県、市で働く人
・学校の先生
・消防（団）や警察の人
・ボランティア
・建設企業の人

２　建設業とはどんな仕事なのか調べ，発表する。
○暮らしの中の「住」を担う。
○住宅・道路・河川・港湾・鉄道・上下水道・工場・事務所・学校・病院などを作り出す。
○他の産業と違って，受注産業・屋外産業・移動産業・総合産業である。
２　グループごとに分かれ、建設業の人たちの取り組みについて調べる。
①どんな被害があったか。




②復旧・復興のためにどのような役割を果たしたか。





３　読んだ記事ごとに発表し、考えを共有する。

○発表後、共通する言葉や思いを見つける。
　・災害協定
・地元
　・はやく復旧したい
３　学習のまとめをする。
○調べたことや話し合いを通して、わかったことを振り返りカードにまとめる。
・災害に備え、災害協定に基づいて、すばやく、自主的に対応できるようにしている。
・地元の優位性を生かして、地元の建設関係の企業が復旧・復興のために活躍していた。
	○災害当時の写真を提示し、学習意欲を喚起するが、直接被害を受けた児童がいる場合は、写真は控えめにする。
○いつ起きたか、どんな被害があったのかについては、深入りせず概要が想起される程度とする。
○災害時に活躍した人については、既習事項に加え、建設企業も関わっていることに目を向けさせる。
○建設業について児童の理解度を確認し、必要に応じて補足説明する。
○自分の家族のことに触れる児童の発言を尊重する。
○暮らしの中での位置づけやつくっているものを中心に，建設業を捉えられるようにする。

○他の産業との違いについては，用語の理解することよりも，その内容について気づくようにする。
○分割記事のセットをもとに、調べていくことを指示する。
○津波と液状化の被害の内どちらかを選択し、読み取るように指示する。
○被害に関わる内容に赤線を引かせ、要点またはキーワードとなる言葉のみを記入させる。

○津波・液状化被害について概要がつかめたグループは、道路・河川・住宅他の状況についても調べるよう伝える。

○被害の状況については、調べられる範囲とし、発表を通して、共有化を図るようにする。
○人や物、ライフラインなどに甚大な被害があったことに気づかせる。
○小野川の護岸工事、道路工事、仮設住宅の建設、災害協定等の記事を読み、災害発生時の緊急復旧やその後の復興にどのように寄与しているか気づかせる。
○災害協定の記事は、必ず読むこと、他の記事は興味を持ったところから読むことを指示する。


☆壁新聞を基に、復旧・復興に直接関わった人たちの努力について、進んで調べていたか。（関心・意欲・態度、ﾜｰｸｼｰﾄ）
○つまずいている児童には読み取る視点を明記したﾜｰｸｼｰﾄを与え、調べられるようにする。
○記事ごとに、キーワードを板書していく。

○どの分野も災害に備えて自主的に活動できるように協定を結んでいることに気づかせる。

○地元企業としてのメリットに気づかせる。

○働く人の思いに気づかせる。

○振り返りカードに書いた内容を発表させ、それぞれのまとめを共有する。
○働いた人の思いに触れている児童を賞賛する。
☆地元の建設企業も、防災・減災のために備えていること、災害時に復旧・復興のために活躍していることを理解できたか。（知識・理解、カード）
○書けない児童には、感想でよいと伝える。
	大型ＴＶ
ＰＣ
記「3.11発災から72時間の戦い
被害の写真
記：「住」を担う建設業その特徴と役割
壁新聞
記：建設業とは
壁新聞
記：液状化現象、津波
ﾜｰｸｼｰﾄ
記：道路、河川、住宅等
壁新聞
記：道路、河川、電気、住宅、公園、河川を守れ、災害協定等
ﾜｰｸｼｰﾄ
補助用ﾜｰｸｼｰﾄ
振り返りカード


わが国では、どのような災害が起こっているのでしょうか。








地域では、自然災害から人々を守るために、どのような取り組みが行われているのでしょうか。








自然災害から身を守るために、わたしたちは何ができるでしょうか。





災害からの復旧・復興のために、建設業の人たちはどのような役割を果たしているのだろうか。





災害からの復旧・復興のために、建設業の人たちはどのような役割を果たしたのだろうか。





・建物のほかにも、地下に埋められていた防災用の貯水槽、水道や下水の管が壊れた。


・地下の砂が大量に道路に噴き出し、通れなくなってしまった。


・浦安市の面積全体の86％の土地で液状化現象が発生。


・75,000㎥（小学校のプール約200杯）以上の砂が道路を埋め、通行できなくなった。





（住宅）


・地震、液状化、津波などで、県内では、全壊が798棟、半壊が9,923棟と、１万棟以上が全半壊した。


・床上、床下浸水、火災、一部破損も合わせると、58,440棟が被害を受け、多くの人が住むところを失った。


・震災後しばらくは、学校や公民館などに避難。


・旭市と香取市では、合わせて507人が仮設住宅に入居した。





（河川）


・100か所以上の堤防などが被害を受けた。


・利根川堤防では、全体の約14％（千葉県側16.7km、茨城県側10.9km）が被害を受けた。


・香取市佐原地区にある利根川支流の小野川の護岸が大規模な液状化で崩れ、町並みも被害を受け、しかも、余震のたびに、少しずつ土地全体が横ずれし始めた。





（道路工事）


・地震後すぐに、県内各地の建設企業は、パトロールを行った。


・１時間ほどで被害状況を把握し、写真をつけて役所に報告した。





（仮設住宅）


・３月30日には県内の建設企業によって仮設住宅を建てる工事が始まり、５月11日には、仮設住宅への入居がはじまった。





（公園）


・災害協定に基づき、公園の被害状況をすぐに確認し、危険箇所にバリケードを張ったり、応急復旧を行ったりした。





（利根川堤防工事）


・緊急パトロールや情報収集活動、災害復旧工事に取り組んだ。


・「自社よりも地域の安全を優先に」という思いで取り組み、緊急復旧工事は、約１か月で完了した。


・香取市では小野川の両岸に「鋼矢板」という、15ｍほどの長さの鋼鉄の板を打ち込み、横ずれが起きないようにする工事を行った。


・佐原地区の町並みの崩壊を食い止めることができた。





（津波）


・県内で浸水した区域は300ha（東京ドーム64個分）以上


・家屋をはじめ、港の船、道路上の車、川にかかっていた橋など、あらゆるものが押し流された


・道路はがれきに埋め尽くされた。


・旭市で、13人が亡くなり、２人が行方不明となった。








（道路）


・震災でひび割れ、津波で押し流されたがれきや、液状化で噴き出した砂で被われてしまい、通行できなくなる。


・地域の生活道路の主なものだけでも45か所。


・緊急車両の通行、人や物を運ぶことが困難となった。





（電気工事）


・地域の防災施設や設備の緊急点検と、復旧工事を行った。


・震災後の節電対策で、街路灯の点検と消灯活動を千葉県全域で行った。


・「電気の最終ランナー」として、復旧・復興を支えている。





（災害協定）


・震度４以上の地震が起きたときは、地域の建設企業は、役所からの連絡がなくてもただちにパトロールを行って被害のようすを確認し、緊急の補修など地域の安全のために必要な対応を自分の判断で行う。


・いざ災害が起きた時のために、どのような建設機械があるか、建設資材がどれくらいあるかなどを確認しておき、日頃から災害に備えている。


・役所が結ぶ「災害協定」は、建設業だけではなく、他地区の役所や医療関係、放送関係、運送関係、電気・水道関係、食品関係など各方面に広がっている。





（一般的な公共工事の入札等の流れが図で示されるとわかりやすいのでは）











（液状化）


・東京湾沿岸や利根川流域の地域を中心に、25の市や町で液状化現象が発生し、18,000棟を超える家屋が被害を受けた。





・旭市では、地元の建設企業が、自分たちの会社の敷地をがれき置き場として、提供した。


・液状化被害の大きかった千葉市と浦安市では、小学校のプール500杯分（約18万㎥）にものぼる土砂を撤去した。


・千葉市では、主要道路の復旧作業に三日三晩、休まず作業にあたり、震災翌日には、路線バスが走れるようにした。








